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池田泉州ホールディングス

池田泉州銀行

2009年10月： 池田泉州ホールディングス設立

2010年5月：子銀行が合併
『池田泉州銀行』が誕生

2012年1月：システム統合完了

池田泉州ＴＴ証券

2013年9月：証券子会社設立
『池田泉州ＴＴ証券』開業

池田銀行 泉州銀行

1951年2月 開業1951年10月 開業

１．「池田泉州ホールディングス」 概要

池田泉州エリアサポート

2024年3月：当社設立

2024年4月：事業開始

（2024年9月末現在）

株式会社 池田泉州ホールディングス

株式会社 池田泉州銀行

設立日 2009年10月1日

所在地 大阪府大阪市

資本金 1,029億円

グループ人員 2,363名

発行済株式数 281,008千株

自己資本比率 （連結）12.93％

設立日 1951年9月1日

資本金 613億円

拠点
国内 139ヶ店

海外 駐在員事務所
（蘇州、ホーチミン）

預金残高 5兆6,178億円

貸出残高 4兆6,137億円

外部格付 JCR：A

グループの沿革

当社



≪参考≫ 「池田泉州ホールディングス」 主なグループ事業系統図

池田泉州ホールディングス

金融分野
（従来分野）

非金融分野
（他業分野）

池田泉州銀行

池田泉州TT証券

01銀行（ゼロワンバンク）

池田泉州債権回収

池田泉州エリアサポート

自然総研

リース業務

銀行業務

クレジットカード業務

信用保証業務

その他業務

証券業務

債権管理回収業務

デジタルバンク

その他業務

オンデマンド型交通事業

池田泉州リース/オートリース

池田泉州信用保証

池田泉州JCB/VC/DC

池田泉州キャピタル

池田泉州システム

当社

主な業務

銀行子会社
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名称 池田泉州エリアサポート 株式会社（他業銀行業高度化等会社）

代表者 代表取締役社長 篠原共幸

主たる営業所の住所 大阪府大阪市北区茶屋町18番14号

主な事業内容

Ａ．オンデマンド型交通事業（固有業務）
企画調査・実証準備／運行業務／コールセンター業務
広告業務／イベント企画業務

Ｂ．オンデマンド型交通事業（派生業務） ※将来業務

コンサルティング関連業務／その他広告業務
地域活性化イベントにおける物販

主要な株主 株式会社 池田泉州ホールディングス 100％出資

出資額 100百万円（資本金50百万円、資本準備金50百万円）

役職員数 9名（取締役3名、監査役1名、職員5名）

設立日 2024年3月13日（水）

２．「池田泉州エリアサポート」 概要
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兵庫県

大阪府

⑫泉佐野市
H24.8.28

⑪貝塚市
H24.8.9

④岸和田市
H23.12.20

①堺市
H23.3.11

③箕面市
H23.11.28

⑤豊中市
H24.1.20

⑨摂津市
H24.4.27

⑧吹田市
H24.4.3

⑩和泉市
H24.7.4

⑥川西市
H24.2.2

②伊丹市
H23.11.28

⑬松原市
H24.11.1

⑭宝塚市
H24.11.21

⑮高石市
H25.2.7

⑯熊取町
H25.4.26

⑰大阪市
H26.1.23

⑱大阪府
H26.1.23

（環境ｴﾈﾙｷﾞｰ）
H28.2.23

（中小企業振興）
H28.3.29

（医療勤務環境改善）

⑲猪名川町
H27.1.23

⑦池田市
H24.2.28

⑳泉大津市
H27.5.28

㉑東大阪市
H28.5.23

㉒高槻市
H28.10.3

㉓八尾市
H28.11.4

㉔三田市
H29.1.31

㉕豊能町
R3.3.26

㉖交野市
R4.11.24

㉗藤井寺市
R4.8.4

「自治体」との地域・産業振興協定等（27府市町）

≪参考≫ 池田泉州銀行と地元自治体との連携協定

4



３．地域のオンデマンド型交通への参入背景

当社グループが参入を検討した背景

これまで「オールドニュータウン化」する地域において、若年層の転入支援や空き家対策等を
地元自治体と連携して推進してきたが、地域の高齢者の買い物や通院など交通に関する
課題についても、地元自治体において大なり小なり悩みを持たれていることを認識したため、
本課題への対応について前向きに検討をはじめた。

当社グループの
営業エリアの
現状と課題

• 「千里ニュータウン」、「泉北ニュータウン」等、大阪のベッドタウンとして

開発された大規模ニュータウンの人口減少や高齢化

• 子世代の独立により高齢者のみの世帯が増加

• 特殊詐欺増加による不安感の高まり

• 免許返納問題と路線バスの縮小

• 買い物難民、通院難民等の拡大

当社グループの
主な取組み

• 「空き家対策」や「三世代同居近居」向けローン商品の取扱い

（『空き家対策応援ローン』、『親元近居住宅ローン』等）

• ホームセキュリティや見守りサポートの紹介

• 円満円滑な相続のサポート、認知症対策

（『遺言信託』、『認知症サポーター』の資格取得等）

• 【本件】 お出かけ支援 『オンデマンド型交通』の導入・運営支援
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４．当社のオンデマンド型交通事業のポイント➀②

 ポイント①：カーナビ技術を活用したAIオンデマンド

 ポイント②：高齢者に優しいコールセンター設置

当社が取扱う乗合送迎サービスは、会員登録された利用者から乗車依頼を受け付け、
最適な乗り合わせと経路を計算し、目的地まで乗り合い送迎でお運びする仕組み。
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 ポイント③：地域で支えるスポンサーモデル

 ポイント➃：高齢者のお出かけ支援に繋がる「コトづくり」

５．当社のオンデマンド型交通事業のポイント③④
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これまで地域金融グループとして行ってきた「コトづくり」（イベント企画）の
知見を活かした、高齢者の「外出促進イベント」の企画・立案

⇒ 高齢者向けのソリューションを提供し、外出を促すことで健康増進
等、副次的な効果を生み出すことが可能

地域の事業者との繋がりを活かした協賛体制の構築、継続運行に向けた
自治体の負担軽減

⇒ エリアスポンサー制度の展開が可能

運行エリア内にある銀行店舗やネットワーク等を活かした地域住民との対話
や情報発信活動（住民説明会等）、地域コミュニティの機運醸成活動

⇒ 地域に拠点を有する地元企業であり、金融機関としての信用力を
活かしたきめ細やかな地域との橋渡しが可能

６．「池田泉州エリアサポート」 の強み

地域金融グループが参入することの強み

地域金融グループが保有する「地域とのリレーション」（自治体・地域の交通
事業者・商工団体・地域の中核企業・事業所・社協など各種団体・自治会）
を活かした各種調整

⇒ 地域をあげて、オンデマンド型交通の協力体制を構築することが可能

1

2

3

4
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≪参考≫ これまでの取組み

2023年1月

（実証：2024年2月）

本格：2024年4月〜

2024年12月〜

2022年12月

2023年10月

2024年2月

2024年3月

当社グループにおけるオンデマンド型交通の取組み

岸和田市「チョイソコきしわだ」 の受諾
（当社グループ初の事業受託）

「池田泉州エリアサポート 株式会社」 設立

和泉市「AIオンデマンド交通システム導入
及び運行支援等業務」への協力

（本格運行）

泉南市 「チョイソコせんなん」 試験運行への協力

豊能町 「AIオンデマンド交通 『HANI+(ハニタス)』」の
有償実証運行への協力

阪南市「チョイソコはんなん」実証実験への協力
（当社グループ初の事業協力）

株式会社アイシンと乗合送迎サービス普及に係る連携と協力に関する協定の締結

和泉市

阪南市

泉南市

岸和田市

豊能町

大阪府
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７．岸和田市の実証実験の概要

岸和田市実証実験について

• 岸和田市春木大芝地区において、2024年12月より実証実験を開始

• 池田泉州エリアサポートとして初のフランチャイズモデル契約

• 本実証における知見・ノウハウ蓄積を進め、他自治体へ展開することで事業拡大をめざす

運行概要

運行期間・時間帯等

運行期間 2024年12月2日（月）〜 2025年3月21日（金） ※年末年始運休

運行日 平日（月曜日〜金曜日）

運行時間帯 9：00〜17：00 （12：00~13：00は運行休止）

運行エリア 春木・大芝校区（エリア外の地域の総合病院に停留所設置）

料金 300円/1乗車（エリア外行きは500円）

停留所 エリア内65ヵ所、エリア外1ヵ所

運行事業者 岸和田交通株式会社（運行車両も同社保有のハイエース1台）
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≪参考≫ オンデマンド型交通と鉄道との乗り継ぎ連携

連携の概要とねらい

• 南海電気鉄道と連携し、同日中に当オンデマンド型

交通と鉄道の両方を利用した顧客に、同社が運営

する 『minapitaポイント』 を還元。

• オンデマンド型交通と鉄道を使って「ちょっとした遠出」

を促す。

• 今回の実証実験で他の交通事業者との広域的な

連携の可能性を模索。今後の展開に繋げていく。
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８．地域金融グループの新たな挑戦

地域のコーディネーター

地域のステークホルダーとのリレーションという地域金融グループとしての強みを活かして、

「地域のコーディネーター」役を担っていきたい

複数の用途で
「車両」、「システム」、
「ドライバー」等をシェア

⇒ コストダウン
⇒ 地域インフラの維持
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ご清聴ありがとうございました。


